
平成27年度 大潟村分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン 

策定事業に係る調査及び報告書作成支援業務 

プロポーザル実施要領 

 

１． 本プロポーザル実施の目的 

平成２７年度大潟村分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン策定事業に

係る調査及び報告書作成支援業務を委託するにあたり、プロポーザルを実施して、広く提

案を募り、選定方法の公平性及び透明性の確保を図りつつ、この業務に最も適した者を当

該業務の契約候補者として選定することを目的とします。 

 

２． 業務の概要 

（１） 業務名称 

平成２７年度大潟村分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン策定事業

に係る調査及び報告書作成支援業務 

（２） 業務の内容 

「平成２７年度大潟村分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン策定事

業に係る調査及び報告書作成支援業務委託契約に関する仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）のとおり実施するものです。 

ただし、契約時における仕様書は、契約候補者として選定された企業等の企画提案

内容に応じて変更することがあります。 

（３） 選定方式 

本プロポーザルは、簡易公募型とし、書類審査（場合によりヒアリングを行う）による選

定とします。 

（４） 業務期間 

契約締結の翌日から平成28年3月10日まで。 

（５）予算額 

２１，１１９千円 （消費税及び地方消費税含む） 以内とする。 

 

３． 参加資格要件 

本プロポーザルに参加の資格を有するものは、次の事項をすべて満たす者とします。 

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項に規定する者に該当し

ないこと。 

（２） 平成27・28年度大潟村建設業者等級格付名簿に登録された者。 

（３） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項の規定による更生手続き開始の申

立てをした者ではないこと。同条第2項の規定に基づく更生手続き開始の申立てをされ

た民間企業等でないこと。 

（４） 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項の規定による再生手続き開始の申

立てをした者でないこと。同条第2項の規定に基づく再生手続き開始の申立てをされた

民間企業等でないこと。 

（５） 日本国内に、本社を有していること。 

（６） 国又は地方公共団体との契約に関して、公告の日から企画提案書提出期限までの間

に、指名停止期間がないこと。 



（７） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条に規

定する暴力団又は暴力団員に該当しないこと。 

（８） 平成22年度以降（過去5年） に地域エネルギー事業もしくは地域エネルギーマネジメ

ントの計画策定及びそれに類する業務を国又は地方公共団体、民間企業等から受注

した契約実績がある者。 

 

４． 提出書類及び様式 

（１） 参加申込書（様式第1号） 

（２） 質問書（様式第2号） 

（３） 企画提案書表紙（様式第3号） 

（４） 企画提案書 （様式第4号） 

 

５． 参加申込書の提出 

（１） 提出書類及び部数 

参加申込書（様式第1号）：1部 

（２） 提出期限 

平成27年10月2日（金）～平成27年10月8日（木）午後5時まで 

（３） 提出場所 

〒010-0494  秋田県南秋田郡大潟村字中央１番地の１ 

大潟村環境エネルギー室    （担当：畠山） 

TEL:0185－45－2115  FAX:0185－45－2162 

電子メール：g-kankyo@ogata.or.jp 

（４） 提出方法 

持参又は郵送（配達の記録が残る方法とすること。）、FAX、電子メールのいずれか

の方法により提出してください。 

なお、FAX、電子メールで提出した場合は、提出期間内に電話で受理の確認をして

ください。 

 

※持参する場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く各日、午前8時30分から午後4時30分

までとします。 

※郵送の場合は提出期限必着とします。なお、封筒の表には本件に係る書類が入っ

ていることが分かるように記載してください。 

（５） その他 

所定の参加申込書を提出した者のうち、参加資格を満たす者が企画提案書を提

出することができます。また、その者に対し、大潟村分散型エネルギーインフラプロジ

ェクト・マスタープラン策定事業に係る資料（総務省へ提出した提案書）を提供します。 

なお、参加資格を満たさない者からの参加申込書の提出があった場合には、該当

者にその旨を通知し、その者は企画提案書を提出することはできません。 

 

６． 質問及び回答 

本実施要領、別紙仕様書の内容等について疑義を生じた場合は、質問内容を簡潔にま

とめて質問書（様式第2号）に記入し、次の方法で提出してください。 



（１） 提出期限 

平成27年10月7日（水）午後5時まで 

（２） 提出方法 

質問は、質問書（様式第2号）を記入のうえ、電子メールにより提出してください。 

電子メール：g-kankyo@ogata.or.jp 

（３） 回答方法 

質問に対する回答は、競争上の地位その他の正当な利益を害する恐れのあるものを

除き、届き次第、参加表明者全員に電子メールで回答します。 

（４） 留意事項 

・電子メールの件名は「プロポーザルに関する質問書」としてください。 

・定められた様式以外での質問は一切行わないでください。 

・電子メール以外での質問は一切行わないでください。 

・説明会は実施しません。 

 

７ ． マスタープラン策定に係る企画提案書の提出 

（１） 提出書類及び部数 

①企画提案書表紙（様式第3号）：正1部 

②企画提案書（様式第4号）：正1部、副5部（A4版で８ページ以内とする。） 

③参考見積書（様式任意）：正1部、副5部（予算額２１，１１９千円以内とする。） 

（２） 提出期間 

平成27年10月9日（金）～平成27年10月15日（木）午後５時まで 

（３） 提出場所 

〒010-0494  秋田県南秋田郡大潟村字中央１番地の１ 

大潟村環境エネルギー室    （担当：畠山） 

TEL:0185－45－2115  FAX:0185－45－2162 

電子メール：g-kankyo@ogata.or.jp 

（４） 提出方法 

持参又は郵送（配達の記録が残る方法とすること）のいずれかの方法により提出して

ください。電子メール、FAXによる提出は受理しません。 

※持参する場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く各日、午前8時30分から午後4時30

分までとします。 

※郵送の場合は提出期限必着とします。なお、封筒の表には本件に係る書類が入っ

ていることが分かるように記載してください。 

※企画提案書等に使用する言語は、日本語としてください。 
 

８． 契約候補者の選定方法等 

（１） 契約候補者の選定 

契約候補者の選定にあたっては、平成27年度大潟村分散型エネルギーインフラプロ

ジェクト・マスタープラン策定事業に係る調査及び報告書作成支援業務契約候補者選

定審査会において、提出された企画提案書を別添の評価基準に基づいて総合的に評

価し、かつ、見積額が予算額を上回っていない最適なものを選定し、選定した企画提案

書の提案者を契約候補者として特定します。なお、審査会は非公開とします。 



（２） 審査結果の通知 

契約候補者の選定後、速やかに参加者に文書（様式第5号）で通知します。なお、電

話等による問い合わせには応じません。 

 

９． 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

（１） 提出期限を過ぎて参加申込書・企画提案書が提出された場合 

（２） 提出書類に虚偽があった場合 

（３） 提出書類に不備の記載があった場合 

（４） 本業務の履行が困難だと認められる状況に至った場合 

（５） 審査の公平性を害する行為があった場合 

（６） 上記各号に該当するほか、プロポーザルの中で著しく信義に反する行為等により審査会

委員長が失格であると認める場合 

 

１０． 業務の契約 

本業務に係る契約は、契約候補者と協議を行い、協議が整い次第、大潟村が定める方

法により締結します。ただし、契約条件が合致しない場合には委託契約の締結ができない

こともあります。 

 

１１． その他 

（１） 参加申込書及び企画提案書の作成等についての費用は参加業者の負担とし、提出

された書類は返却いたしません。 

（２） 提出された企画提案書の資料の追加・訂正・変更は、大潟村の依頼又は合意があっ

たもの以外は一切認めません。 

（３） 審査結果に対しての意義申し立ては受け付けません。 

（４） 契約締結後、本業務で取得した著作権については、大潟村長が継承します。 

 

１２． 応募・照会等窓口 

〒010-0494  秋田県南秋田郡大潟村字中央１番地の１ 

大潟村環境エネルギー室    （担当：畠山） 

TEL:0185－45－2115  FAX:0185－45－2162 

電子メール：g-kankyo@ogata.or.jp



評  価  基  準 

 

 

評価項目 評価事項 基準点 

① 実施体制 

実施体制図、 配置予定者数、 業務実績等は適

当か。 
２０ 

②業務の理解度 

業務内容、 業務背景、 手続の理解が高い提案で

あるか。 

２０ 

③業務実施方針

の 的 確 性 ・ 独 自

性・実現性 

業務実施方針が的確で、事業化に向け、具体的な

実現性の高いスケジュールが提案されているか。 

２０ 

④ 本 業 務 の推 進

にあたっての課題

認識と提案事項 

課題認識に対して、適切な検討及び解決方策が示

されているか。 
２０ 

⑤本事業を官民連

携で推進するにあ

たっての課題認識  

と対応策 

官民の適切な役割分担に基づく 事業スキームが

提案されているか。  

 民間事業者との対話方針及び連携手法が具体的

に示されているか。 

２０ 

合 計 １００ 


